
参照条文

○土地基本法（平成元年法律第八十四号）（抄）

（年次報告等）

第十条 政府は、毎年、国会に、地価、土地利用、土地取引その他の土地に関する

動向及び政府が土地に関して講じた基本的な施策に関する報告を提出しなければ

ならない。

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る土地に関する動向を考慮して講じようとする

基本的な施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。

３ 政府は、前項の講じようとする基本的な施策を明らかにした文書を作成するに

は、国土審議会の意見を聴かなければならない。

○国土審議会令（平成十二年政令第二百九十八号）（抄）

（分科会）

第二条 審議会に、次の表の上欄に掲げる分科会を置き、これらの分科会の所掌事

務は、審議会の所掌事務のうち、それぞれ同表の下欄に掲げる法律の規定により

審議会の権限に属させられた事項を処理することとする。

名 称 法 律 の 規 定

（略）

土地基本法（平成元年法律第八十四号）第十条第三項及び第十九条

土地政策分科会 （略）

（略）

（略）

２ 前項の表の上欄に掲げる分科会に属すべき委員及び特別委員は、国土交通大臣

が指名する。

３ 分科会に属すべき専門委員は、会長が指名する。

４ 分科会に、分科会長を置く。分科会長は、当該分科会に属する委員のうちから

当該分科会に属する委員及び特別委員がこれを選挙する。

５ 分科会長は、当該分科会の事務を掌理する。

６ 分科会長に事故があるときは、当該分科会に属する委員又は特別委員のうちか

ら分科会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。

７ 審議会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって審議会の議決とす

ることができる。

参考資料１－２

tsunakawa-t295
四角形


